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「労働者協同組合法」をどう生かすのか



１．協同労働と労働者協同組合の事例



①日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会

失業当事者の就労創出の運動から出発（40年の歴史、
1万6千人が就労、350億円）。

②ワーカーズ・コレクティブネットワークジャパン
（WNJ）

生活クラブ生協などの生協運動から女性たちの社会貢献
の事業として出発（全国に500団体、125億円）。

③障害のある人びとの就労創出に取り組む団体

NPO法人共同連（わけない、切らない、共に働くを掲げ
社会的協同組合をめざしている）、浦河べてるの家（北海
道浦河町にある当事者団体、当事者研究を実施）など。

■日本で「協同労働」で働く人々と組織



④農村女性起業（農村女性ワーカーズ）

農産物の加工、直売所、レストラン等（個人・団体で
9,497起業（個人5,178、団体4,319、うち法人が1,554、
2016年度農水省調べ）。

⑤住民出資による「協同売店」の起業

市町村合併に伴うJA店舗の撤退した跡地に、地域住民
が出資して起業（西日本・九州に多い）。ガソリンスタ
ンドや食材、日用品などを販売。当番制を用いて運営を
しているところも。

※実態として、およそ10万人の就労、40年の歴史1,000
億の事業規模があると言われています。協同労働の法制
化の根拠となる社会的存在。



労働者協同組合連合会・センター事業団（札幌市）

篠路まちづくりテラス和気藍々

札幌市「篠路コミュニティセンター」（指定管理
者施設）で就労する組合員が地域と協力して、
2017年に商店のない地域に立ち上げたコミュニ
ティカフェ。地元の製粉工場の粉を使った手打ち
うどんやスィーツなどを提供。

2018年から、札幌市の独自
制度「障がい者協働事業所」
に選定され事業開始。障害の
ある人が8人、障害のない人
も14人全員が出資して、
ワーカーズコープの組合員と
なり、話し合いを重ねながら
運営。
「精神疾患とともに生きる
会」「統合失調症を語る会」
「うっせいクソババア思春期
の会」「子どもの発達に不安
のあるOK 親の会」「絶滅危
惧種専業主婦の会」など、障
害も困りごとも地域に発信し
て語り合うイベントを毎日開
催。



労働者協同組合連合会・センター事業団（埼玉県ふじみ野市）
ふじみ野地域福祉事業所デイサービスそらまめ

被災地福島から避難して来られた方々か
ら「息が詰まりそう…畑がしたい」とい
う切実な想いに応え、地域の農家の協力
を得て、農作業を開始。利用者と地域の
人と共に土に触れ、作物を育て、収穫、
料理して一緒に食事。F（食）E（エネル
ギー）C（ケア）自給コミュニティづくり

原発事故避難者を支援してきた中の6
人の女性たちが、2012年4月に立ち上
げた地域福祉事業所。2020年3月、埼
玉県とNPO法人埼玉自然エネルギー協
会、そして地域の募金によりデイサー
ビスの屋根に太陽光発電パネルを設置。



労働者協同組合連合会・センター事業団（東京都豊島区）

豊島地域福祉事業所自立支援センターまめの樹
2004年、中野養護学校
からの要請に応えて、清
掃の事業所の組合員が、
生徒と保護者、教員が受
講するヘルパー2級講座
を学校で開講。
卒後の働く場所を模索す
るなかで東京都の職業訓
練講座や居場所づくりに
取り組み、自立支援センターまめの樹を2007年立ち
上げ、豊島区内の公園清掃（16カ所）、清掃用具な
どの受発注、製造・加工。2010年カフェまめの樹を
立ち上げ、子ども食堂や埼玉県川越で畑仕事も。障
害のある人もない人も対等の関係で話し合っている。
今後、グループホーム立ち上げに向かう準備を開始。



労働者協同組合連合会の事例（兵庫県尼崎市）
はんしんワーカーズコープの商店街との連携）

2014年に緑化事業・介護を中心に立上
げた、はんしんワーカーズコープ。阪
神尼崎の三和商店街の中に事務所を構
え、地域共創Lab.を開設。地域の子ど
もたちとゴミ拾いや、障害のある児童
の居場所づくりなどの商店街活性化、
生活困窮者の就労支援などに取り組む。



公共職業訓練（自然エネルギーコース）を受
講したメンバーが中心となって、自伐型林業
チームNext Green 但馬を2013年に立ち上げ。
派遣労働や非正規労働を経験した若者、都会
から田舎暮らしを希望しIターンを利用してい
た者、2年前は若者サポートステーションの
利用者だった人。そして小さな子どもを抱え
ながらも林業の仕事に燃える女性を含めた若
者たち5人。

バイオディーゼル燃料製造や養蜂などを山の
百業を実践。子ども向けの木工品づくりや、
竹を使った子どもの遊び場づくり、また「も
りの幼稚園」づくりに向けた準備を開始して
いる。

労働者協同組合連合会・センター事業団の事例（兵庫県豊岡市）

但馬地域福祉事業所Next Green但馬

豊岡市の「わかもの巣立ち
応援プロジェクト」



世界では1,115万人が労働者協同組合（社会的
協同組合なども含む）に参加し、その活動は多岐
にわたる。

欧州の労働者協同組合グループのデータによれ
ば、欧州15カ国で130万人の労働者を雇用する、
5万の企業が存在。工業・手工業、サービス業、
建設、社会サービス、文化教育などの領域。

韓国では、2012年協同組合基本法により、
2018年度までに新たに1万の協同組合が誕生し、
法に基づき協同組合連合会を設立、2万9861人の
雇用を創出。そのうち4％が労働者協同組合。

■世界における労働者協同組合で働く人々



欧米では、廃業した企業の再建にあたって、従業
員が主体となり、国や自治体の支援を受けながら労
働者協同組合への転換が政策化（マイケル・ムーア
監督の映画「キャピタリズム」の中にその事例が取
り上げられている）。

また、ウオール街を占拠した若者たちの中には
「デジタル一辺倒ではなく、地に足の着いた素朴な
仕事で生計を立てるための協同組合」を志向する者
も出ている（ネイサン・シュナイダー著「ネクス
ト・シェア」2020年8月」。

廃業を継業に転換を促す制度・政策としてイタリ
アのマルコーラ法（1985）やフランスの社会的連
帯経済法（2014）、アメリカのメインストリート
従業員所有法（2018年）のワーカーズ・バイ・ア
ウト（労働者による企業買収）などがある。



２．労働者協同組合法への各界からの期待



■法制化への期待－「与党協同労働の法制化に関するワーキン
グチーム」座長の田村憲久衆議院議員（現厚生労働大臣）

「労働者協同組合法ができたら、社会がどう変わるか楽しみです。その
効力はワーカーズコープの皆さんのところにとどまらず、いろんなとこ
ろ、いろんな人たちが、こういう形態で働き出す、事業を始める。企業
でも、働いている人たちの意識が変わる。みんなで話し合い、一人ひと
りの意見を大切にし、地域を大事にしようとする流れが始まると思いま
す。この法律が社会に広がっていくことによって、社会がどう変わって
いくか。とても楽しみです」。

「協同労働というあり方は、本質的にすばらしい理想の働き方だ、めざ
すべき社会をつくるものなんだ、というのがみんなの共通認識になって
きたと思います。この法は一つのツールです、市民がこれを使って、今
あるいろんな問題を解決していく。それは、まちづくりそのものになっ
ていきます。市民はすごい道具を手に入れることになります」。



■地域に生きがい 高齢福祉も自ら 東京新聞2020年10月28日



■やりがい創る働き方「協同労働」東京新聞2020年10月11日

「1面から大展開した『ワーカー
ズコープ』。いきなり大きなう
ねりとはならないかもしれませ
んが、働く人が自ら仕事を創り、
生き生きと働ける社会は一つの
る理想です。5面『時代を読む』
で哲学者の内山節さんが指摘す
る『知の支配が生んだ格差』を
切り崩す一手かもしれません」
（東京新聞2020年10月11日「編
集日誌」）。



■労協法制化 多様な働く場 創出に期待 読売新聞2020年9月10日

「孤立や分断が進
む社会で、働く者
同士だけでなく、
利用者や地域とも
協働する労働者協
同組合は、人間ら
しい働き方や健全
な社会の実現に向
けた可能性切り拓
く」と期待する
（明治大学・大高
研道教授）



法制化への期待
西日本新聞2020年6月22日

福津市の松田
副市長。「通
常国会の終盤
に、労働者協
同組合法案が
議員立法で提
案された。
『持続可能で
活力ある社
会』のための
『相互扶助の
経済活動』へ
の関心と理解
が広がること
を期待したい。



「（ワーカーズ・コープの）力点は『自分らしく働
くこと』だ。ワーカーズ・コープでは職業訓練と事
業運営を通じて、地域社会へ還元していく『社会連
帯経済』の促進を目指す。労働を通じて、地域の長
期的な繁栄に重きを置いた投資を計画するのである。
これは、生産領域そのものを＜コモン＞（社会の共
有財産）にすることで、経済を民主化する試みにほ
かならない。ワーカーズ・コープは世界中に広がっ
ている。日本でも、介護、保育、林業、農業、清掃
などの分野でワーカーズ・コープの活動は40年近く
続いている。その規模は15000人以上だ」。
「労働者協同組合（とその法制化）は、このコモン
を制度化するものの一つであろう」。

■斎藤浩平「人新世の『資本論』」、集英社新書、2020年9月）



■広井良典著「人口減少社会という希望－コミュニティ経済
の生成と地球倫理」、朝日新聞出版、2013年4月）

「『成長・拡大』を至上目的とする資本主義が根
本的な臨界点に至っている。･･･従来型の市場経済
が飽和する『定常型社会』ないし定常経済への移
行ということだが、ここで大きく浮上するのが
『コミュニティ経済』と呼ぶべき新しい質の経済
であり、同時にそれは、“株式会社の時代”に代わ
る、新たな『組織』の生成を要請する」。

「最近様々な形で注目され、多様な分野で発展し
ているワーカーズコープ（働く者自らが出資し協
同して事業を営む形態）などの協同組合はそうし
た象徴的な例と言える」。



３．労働者協同組合の新たな立ち上げ



■新しい労働者協同組合の立ち上げ
長野県信濃町の「ライフワークレインボー」

長野県信濃町で障害など困難のある子どもを抱える人が、不
登校などの青少年の居場所支援、母親や家族の相談支援、私設
図書室を併設している居場所を運営。

その実績から、同じ障害のある孫を持つ人が、共生型の新築
アパート「虹の家」を建て、入居者支援をその方に任せること
になり、現在6人（定員9人）の入居者の生活を支援。

労協ながの、センター事業団、労協連などの支援を受け、こ
れまでのボランティア団体の運営ではなく、ワーカーズコープ
の立ち上げをめざして、地域の人々と立ち上げ準備会を発足。
労協法の活用をめざして、2019年12月にNPO法人を取得し、ナ
チュラルハウスクリーニングや薬草の栽培などに取り組んでい
る。今後、放課後等デイサービスの立ち上げを進める予定。



■新しいワーカーズコープの立ち上げ
大阪西成の野宿者支援団体NPO法人「釜ヶ崎支援機構」
と連携して事業所を立ち上げ

釜ヶ崎支援機構（野宿者に対する生活・就労支援団体）から
ワーカーズコープの立ち上げに対する要請を受け、2018年4月よ
り、ワーカーズコープから1人組合員を出向し、連携した取り組
みを進めている。

現在、「いきいき清掃講座」などの事業提携が進み、釜ヶ崎
の当事者がワーカーズコープの組合員となって事業所での就労
へと結んだり、社会連帯活動としてコーヒー焙煎などの活動が
生まれている。

協同労働の理解を広げる学習会やフォーラムを開催しており、
西成の地域に、障害者総合支援制度の就労継続支援B型事業所を
柱にしたワーカーズコープの事業所立ち上げの準備を進めてい
る。



■労働者協同組合への転換を模索－医療社団法人きょうどう
労働者協同組合への転換－「労働者協同組合きょうどう」を

10年以上前から構想・模索され、首都圏に4カ所開業（17人の

スタッフ、2人の顧問、1人の監事）。

「医療法人社団きょうどうの最初の歯科事業所である『きょう

どう歯科（代々木）』は今年4月で開設から10年を経過しまし

た。･･･私たちは『労働者協同組合きょうどう（仮称）』への移

行をめざしていましたから、いよいよ現実のものとなる時が来

たということです。しかしながら、法案成立後、法整備され実

行に移されるまでには１～３年を要すると言われています。今

から準備に取り掛かり、持続可能な歯科事業所作りと労働者協

同組合『きょうどう』を立ち上げ、『働く仲間のきょうどうの

家』へ移行するための計画を進めていきます」（2020年度事業

計画）。



４．労働者協同労働法を、就労創出と
地域づくりに生かす政策を



◎辻浩司議員
「労働者協同組合」を拡げ、多様な人たちが働く場づくりを。
現代日本において、働くというと、企業などに雇われて働くという働き

方を思い浮かべる人が多いと思います。雇用されると、どうしても経営者
の意向が強くなります。高齢者や出産育児次世代の女性や障害者など、働
く上でさまざまな配慮が必要な人たちはどうしても、そういった労働の場
からはじき出される傾向があります。これに対して、働く人たち自らが出
資という形でお金を出し合って、協同組合を作り、働く人たち自身が経営
をすることを基本原理とする、労働者協同組合という考え方があります。
日本においては、ワーカーズコープや、ワーカーズ・コレクティブと呼

ばれる事業体がこの理念のもとに数多く活動しており、福祉や子育て支援
、若者の支援、地域の居場所づくりや見守りなど、営利企業が手を出しに
くいが地域にとっては必要なサービスを提供しています。

■埼玉県議会での県知事答弁（12月8日に行われた、辻浩司県
会議員の質問と県知事の答弁の内容）



しかしながら、この労働者協同組合は法律で定められた法人格ではな
く、これらの事業体は便宜上、NPO法人や企業組合法人などの法人格を
取得したり、人格なき社団として活動してきました。
この労働者協同組合を法制化しようと、1990年代から法制化を求める運
動が始まり、さまざまな政局の波に左右されながらも、粘り強い運動が
続けられました。そして今月4日の臨時国会において、ついに労働者協
同組合法が全会一致で成立をしました。
現在のコロナ禍において、仕事を失う人も増えている中、新たな仕事

おこしとして、この労働者協同組合が期待をされるところです。法律公
布後、2年以内に施行されるとされておりますので県としては事業者へ
の普及啓発や設立の相談など積極的に起業支援をしていただきたいと考
えます。また、その内容が多岐に渡るため、担当部局の設置のみならず
、横断的な協議会の設置なども必要と考えます。自治体職員対象の学習
会なども必要と考えます。広島市では、労働者協同組合の設立を後押し
する「協同労働」プラットフォーム事業を実施しています。私も以前、
視察をしましたが、この事業によって地域住民による竹やぶの間伐整備
や土砂災害被災地での食堂、地域のサロンなどの事業が支援を受けて展
開していました。埼玉県として、新しい働き方である労働者協同組合を
どのように推進していくのか、知事の御所見をお伺いいたします。



◎大野元裕知事の答弁
先日、国会で成立をした労働者協同組合法は、労働者協同組合を設立

し、持続可能で活力ある地域社会の実現に資することを目的としていま
す。
働く人自らが出資し、自らの意見を反映した事業に従事する労働者協

同組合は、仕事と生活の調和をはかりながら、意欲と能力に応じて働く
ことができることから多様な就労の機会の創出につながります。
また、労働者協同組合は幅広い分野で事業が実現できることから、地

域における多様な需要に応じた事業が行われることが期待され、地域貢
献的な事業から地域における新しいベンチャーとして、活性化を作りあ
げていくことが期待されます。
私自身、国会議員時代に協同組合振興議員連盟の幹事として法制化に

取り組んできたこともあり、当時の思いを考えれば、今は隔世の思いで
す。



県といたしましてはこのような新しい働き方となる労働者協同組合に
ついて、まずは、地域課題の解決に取り組む県民の皆様に説明会など
を開催してしっかり周知を図って参ります。また、組合の設立に関す
る相談に対応するほか、庁内横断的な会議を立ち上げるとともに、市
町村向けに研修会も実施して参ります。
広島市では主に、60歳以上の方々による協同労働の仕組みを活用し

た地域課題解決の事業に対してすでに、きめ細やかな支援を行ってい
ます。これらの先進事例についても情報を収集し、今後の県の支援策
について検討します。
多くの労働者協同組合が設立され、その活動を広げ、地域課題解決

の担い手から多様な役割を担える本来の労働者協同組合の役割が果た
されるよう積極的に取り組んでまいります。



■新潟県労働者福祉協議会による県への2020年度政策・
制度要請書に「労働者協同組合法案の取り扱い」
「労働者協同組合法とは、『労働者が自分らの理想のために、自分らで仲間
を作って、お金を出し合って、自分らで物事を決めてやっていくものである』
（与党協同労働法制化に関するワーキングチーム座長：田村憲久衆議院議員談
話）とのことであり、長年の雇用従属ではなく主体的に働くことを目指してき
た労働者の悲願でもありました。法案が成立すれば、『出資』、『意見反映』、
『事業従事（労働）』を基本原理とし、『持続可能で活力ある地域社会の実現
に資する』ことを目的とした新しい協同組合が誕生します。法案成立後は周知
期間が2年間に規定される予定です。県としてこの法案が実効性あるものとな
り、労働者の生活向上はもとより地方の活性化につながるよう制度内容の周知
を含めてご尽力願いたい。かつて、NPO法の施行に際して新潟県が中間支援機
関の設立に尽力された経験があります。労働者協同組合法の施行目前の今から、
地域経済の低迷と就労機会の喪失から脱却するためにも、全政党会派が賛同す
る同法の施行に向けて、県民・関係機関への啓発・起業・就労等の中間支援シ
ステムの構築について検討されるよう要請します」。
県との協議、意見交換の場を働きかけていくことを確認。



■2020年9月14日、農水省農村振興局農村計画課との懇談

小田切徳美・明治大学教授から中山間地域における地域運営組織のあり方として
ワーカーズコープに注目しているとの話を聞いた農村計画課の方が、映画「ワー
カーズ被災地に起つ」を視聴され「農山村の社会の中で新たな法律をどう生かして
いくか、農山村の視点からワーカーズコープを捉えるとどんな創発が起きるか、み
んなで議論してみたい」との問題意識のもとで、懇談を行った。

「人口減少時代に、農山村地域で住民自らが地域課題を解決していく取り組みが必
要との認識から農村政策検討会を開催している。また、市町村の体制が弱くなって
おり、テコ入れが必要との問題意識も持っている。①地域づくり人材の育成、②中
山間地域等において複合的経営等の多様な農業経営の推進を通じた所得と雇用機会
の確保など－半農半Xなどのライフスタイル、地域に関心ある関係人口、農業や農
村への関心や関わりを段階的に深め、援農・就農につなげるための省庁横断的な支
援策などがテーマ。この地域づくりの取り組みでワーカーズコープの仕組みが生か
せるのではないかと考えている」。「皆さんの取り組みは、我々の考えていること
と近い。地域をしっかり守っていくのが大事だ。地域に誇りを持って、どう地域づ
くりをしていくのか課題。皆さんの話を伺って、ワーカーズコープの取り組みに可
能性があると感じた。一緒に農山村の活性化に取り組んでいきましょう」と課長。



（参考）労働者協同組合法（令和２年法律第78号）の概要

※日本労働者協同組合(ワーカーズコープ)連合会HPを基に作成

法制化の背景

労働者協同組合法のポイント

○ 持続可能で活力ある地域社会を実現するため、
出資・意見反映・労働が一体となった組織であって、地域に貢献し、地域課題を解決するための非営利の法人
を、簡便に設立できる制度が必要。

○ 現行法上、このような法人形態は存在しないため、新たな法人形態を法制化。

労働者協同組合法（議員立法）が、第202回国会（臨時会）において、成立。

○ 組合員は、加入に際し出資をし、組合の事業に従事する者とする。
〇 出資配当は、認めない（非営利性）。剰余金の配当は、従事分量による。
○ 組合は、組合員と労働契約を締結する（組合による労働法規の遵守）。

○ このほか、定款、役員等（理事、監事・組合員監査会）、総会、行政庁による監督、企業組合又はＮＰＯ法人か
らの組織変更等に関する規定を設ける。

生活との調和を保

ちつつ、意欲・能力
に応じて就労する

機会が、必ずしも
十分に確保されて
いない現状等

組
合
を
通
じ
て

法
整
備

労働者協同組合

組合員が出資し、それぞれの意
見を反映して組合の事業が行わ
れ、組合員自らが事業に従事す
ることを《基本原理》とする組織

多様な就労の機会の創出

地域における多様な
需要に応じた事業の実施

【事業の具体例】
・介護・福祉関連（訪問介護等）
・子育て関連（学童保育等）
・地域づくり関連（農産物加工品直売
所等の拠点整備、総合建物管理等）
・若者・困窮者支援（自立支援等）

そ
し
て

持
続
可
能
で
活
力
あ
る

地
域
社
会
の
実
現
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地域運営組織として活用されている主な法人格等の比較

○ 地域運営組織が展開する活動は多種多様であり、多様な法人制度が活用されている。

〇 なお、今後、新たな法人格である労働者協同組合が地域運営組織として活用されることも想定される。

（出典）地域運営組織の法人化ガイドブック（地域の課題解決を目指す地域運営組織の法人化～進め方と事例～［2018年6月第2版］）（内閣官房まち・ひとしご創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局）を基に、農林水産省で加筆・改変

法人格 認可地縁団体 一般社団法人 NPO法人 認定NPO法人 農業協同組合 労働者協同組合 株式会社 合同会社 農事組合法人

営利の有無 非営利団体 営利団体

目的事業

地域的な共同活
動を行うこと
（不動産等の保
有（予定含む）が

前提）

目的や事業に制
約はない（公益･
共益･収益事業

も可）

特定非営利活動
(20 分野)

農業者協同組合
法に定める範囲

の事業

労働者派遣事業
等を除き事業の
制限はない

定款に掲げる事業による営利の
追求

農業者協同組合
法に定める範囲

の事業

議決権 １人１票 原則、１社員１票※１ １社員１票※１ １人１票 出資比率による １人１票

設立方法 市町村長が認可

公証人役場での
定 款認証後に
登記して設立
（準則主義）

所轄庁の認証後
に登記して設立

NPO法人を所轄
庁が認定

行政庁の認可後
に登記して設立

定款作成後、登
記して設立
（準則主義）

公証人役場での
定款認証後に登
記して設立
（準則主義）

定款作成後、登記して設立
（準則主義）

剰余金の分配 できない
事業利用分量、ま
たは出資額※２に
応じて配当

事業従事分量に
応じて配当

出資額に応じて
配当

出資比率によら
ず定款に従って

配当

事業利用分量、事
業従事分量、また
は出資額※２に応

じて配当

税制
・収益事業に係
る所得のみに

課税

・全所得に課税
（非営利型法人
に該当する場合
は、収益事業に
係る所得のみに

課税）

・収益事業に係
る所得のみに

課税

・収益事業に係
る所得のみに

課税
・みなし寄附※３

あり

・全所得に課税

寄附金控除※４ なし あり なし

備考

・設立の登記費用が不要
・所轄庁への事業報告書等の提
出や情報公開の義務がある一
方、行政や民間からの補助金・

助成金を獲得しやすい

※1 一般社団法人及びNPO法人は、極端に不平等な場合を除き、定款で社員の議決権について別段の定め（例えば、ある種の社員については議決権を2票とする、など）を置くことは許容されている。
ただし、認定NPO法人は、認定基準として１社員1票であることが定められている。

※２ 剰余金のうち年７％以内とする制限あり。

※３ 収益事業から得た利益を収益事業以外の特定非営利活動事業に使用した場合に、この分を寄附金とみなし、一定の範囲で損金に算入できる制度。結果的に、収益事業に係る法人税が軽減される。

※４ 個人が認定NPO法人に寄附した場合に、所得税の計算において、所得控除又は税額控除のいずれかを選択して確定申告を行うことにより、所得税の控除を受けることを可能とする制度。
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■2020年9月24日、JA全中と「生産協同組合」について懇談
農協では、全国に集落営農が1万5000ある（平均20～30戸の農家が協同経営に参

加。その内5500は法人でその多くは農事組合法人）。今後、中学校区に一つ（約
7000）ある信用事業の拠点の統廃合・半減（マイナス金利による経営悪化の影響
）による農山村管理への影響、また自治体合併に伴うJA店舗の跡地に住民の出資
により立ち上がる共同売店（生活物資やサービスなどをNPO法人や株式会社など
で運営）、そして山間地域の高齢化による里山管理の機能の低下などの課題がある
と認識している。
そこで、集落営農組織、また信用事業の拠点の統廃合において、「生産協同組合

」の可能性がないか、とJA全中からJCAに委託研究を出している。
懇談では、集落営農、地域運営組織の運営にあたって、労働者協同組合とその法

制度の観点から可能性と課題について議論。教育課長は、農山村の役割を「営農と
暮らしの自給体制の確立」と考え、『皆農』運動を考えていきたいと。また、信用
事業の支所の徹退による拠点として、地域運営組織が考えられるが、これまでJA

は全く関わって来なかったが、今後どうしていくかが課題と語る。
※西日本（四国・九州）では、JA店舗が撤退した跡地に住民の共同出資で協同

売店などを起業している。



■岡山医療
生協2030

年ビジョン

「労働者協
同組合法の
活用を含め、
諸団体と連
携して地域
の課題を地
域で解決で
きるよう支
援します」



気候危機やコロナ禍の中で、多くの人々が命と暮らしの危機に直

面している。コロナ禍による解雇や雇止めは、8万人を超え、さまざ
まな貸付金や給付金の制度化や延長の一方で、昨年1～10月の休廃
業・解散企業数は、前年同期比21.5％増の4万3802件となり（帝国
データバンク）、緊急事態宣言の発令によりさらに加速すること予
測されている。いのちか経済か、ではなく生命を支える経済（中村
桂子氏：生命誌研究者）への転換が求められている。失業を就労に、
廃業を継業に転換していくことが、いま社会に求められている。

コロナ禍で失業状態にある人や就職氷河期世代など社会的孤立し
ている人たちの就労を通じた社会参加を促進する担い手として労働
者協同組合の役割を重視し、その育成・支援の充実と、地域づくり
に資する雇用・就労政策（給付付き起業型の職業訓練など）を国・
自治体に求めていく。

■法を活用して、就労創出と地域づくりに生かす政策に



自治体の地域づくりの政策に、住民主体
の持続可能な地域づくりや就労の自発的創
出を進める「コミュニティ事業・就労支援
条例」（仮称）の制定と新たな雇用・就労
政策の確立を。
また、2014年に政策化された広島市の

「協同労働プラットフォーム事業」では、
19団体の団体を生み出し、高齢期の就労に
ついて成果を上げてきました。失業対策・
就労創出を促進するための「協同労働プ
ラットフォーム」を自らの手で立ち上げ、
自治体で政策化していく働きかけを求めて
いく。



１．目的
コロナ禍にある地域の雇用・就業情勢が厳しい中で、離職・失業した
人々を対象に、雇用機会を創出するとともに、地域のニーズに応じた人
材を育成し、雇用に結びつける。
２．事業概要
（1）NPO法人、一般企業などが自治体との委託契約に基づき、コロナ禍
等による失業者を雇用し、事業者が新規に開業を行う、もしくは雇用し
た失業者が起業（在宅ワーカーを含む）するために、研修や受託事業所
外での研修受講、及び資格取得などに向けた機会を提供し、期間中もし
くは期間終了後に起業または期間終了後も地域づくりに資するような起
業へ向けて事業を継続して実施するものとする。
（2）事業期間：契約締結の日から1年間とする。
（3）事業実施方法：市と事業者との委託契約とする。

■提案「起業型緊急雇用創造事業」の創設を提案
（宮城県登米市の起業型緊急雇用創造事業（起業型）を参考）



３．雇用者及び実施要件
（1）雇用者数：10人以上
（2）実施要件
ア コロナ禍等により離職・失業した者を雇用し、就業や起業するため
の資格取得に向けた機会を提供することにより、機関中もしくは期間
終了後に起業、または期間終了後も地域づくりに資するように企業へ
向けて事業を継続して実施するものとする。
イ 新規雇用する失業者はコロナ禍等によるものを基本とする。
ウ 事業に占める新規雇用失業者の人件費の割合は2分の1以上とする。
また、新規雇用する予定の労働者の給与設定は県の労働実態調査や公共

職業安定所などの求人募集賃金などを参考にするなど、地域の実勢を踏
まえ適切な水準とする。
なお、人件費については、賃金、賞与、通勤手当等の諸手当のほか、社
会保険料、雇用保険料、労災保険料等に係る事業主負担及び人件費に係
る消費税を含む。



■「コミュニティ事業・就労支援条例」案

「コミュニティ事業・就労支援条例」は、「〇〇市において地域住民
が設立し又は運営するものであって、潜在的な地域産業の基盤整備及
びコミュニティ就労の促進を目的とする就業者にコミュニティ事業者
の認証を行うことなどにより、当該事業者が市民に対し提供する就労
訓練、教育その他の事業を支援し、併せて持続可能な地域づくりに必
要な協働の関係を創ること」を目的としています。
◎コミュニティ就労とは、地域循環型の社会的事業体において、包

摂機能や教育的訓練機能などを内在した就労形態に従事すること。
◎コミュニティ事業者とは、前項のコミュニティ就労を行う事業者

で、市の認証を受けた事業。コミュニティ事業者の要件は、以下の経
営要件を充たし、就労要件のいずれかと、地域貢献要件のいずれかに
該当する事業を、専ら又は主として行う事業者は、コミュニティ事業
者になることができる。



◎経営要件
（１）市民が協同して資金等を調達し、事業に従事し、併せて経
営すること。
（２）その剰余は当該の事業の維持及び拡大に充てること。
◎就労要件

（１）協同労働（労働者協同組合法人）
（２）NPO法人、協同組合等の非営利事業者におけるコミュニ
ティ就労
（３）精神的、身体的、社会的な理由などから、働きにくさを抱
えた人に対して、必要な支援を行いながら、働きがいのあるユニ
バーサルな職場環境をめざしてとりくむユニバーサル就労
（４）地域貢献型の小規模あるいは個人事業者におけるコミュニ
ティ就労
（５）その他、市長が、相当と認めるコミュニティ就労



◎コミュニティ事業者の役割等
（１）事業の従事者には、その意思に基づいて就労し、その能力に基づ
いて働き、かつ、公正な労働条件の下で働くことを保障されること。
（２）新規にコミュニティ事業への従事を希望する市民への教育、訓練
等に努めること。
（３）コミュニティ事業者の事業内容は、コミュニティ事業者への支援
等に関与するすべての個人、団体等に対し必要な資料及び報告をもって
公開され、透明性が確保されなければならない。
◎市の役割

（１）市は、公的訓練・就労事業制度（仮称）を策定する。
（２）コミュニティ事業者への支援等
（３）市は、公的訓練・就労事業の運営について、コミュニティ事業推
進協議会に委託する。市は、コミュニティ事業推進協議会の運営に対し
て、助言することができる。
◎事業監査



「自ら出資して経営に参画し、生きがいを感じながら地域課題の
解決に取り組む労働形態である『協同労働』」により、就業や社会
参加を希望する意欲と能力のある高齢者（満60歳以上の者）の「社
会的起業」を促すためのプラットフォームを構築し、その結果と課
題を検証する」という広島市の事業が2014年より施行され、ワー
カーズコープがコーディネート業務を受託しています。

自治会やNPOでの活動の限界を実感した地域住民が、協同労働プ
ラットフォーム事業に参加し、耕作放棄地を活用した農的活動、環
境や福祉などの地域課題の解決に向けて、広島市より助成を受けた
19の協同労働の団体が活動しています。

■広島市・協同労働プラットフォーム事業









農協の組合員14人が協同労
働の組織「アグリアシストと
も」を立ち上げ、地区の組合
員農家を対象に、草刈りや農
作業などを支援。JAと連携し
ながら活動を進めている。



協同労働実践団体「アグリアシストとも」

14人の兼業農家が農家支援、
農作業支援を目的に2018年
立ち上げた協同労働団体。



５．おわりに～「みんなのおうち」・
協同労働プラットフォームを



■協同労働を地域へ、法制化の思いを地域に届ける
（11月5日豊島区法制化フォーラムで組合員から）

◎障害のある人の就労支援を行っている自立支援センター
まめの樹の組合員から「こういう働き方があることを知っ
てもらうきっかけになればと思う。コロナで経営が厳しく
なっている人や苦しい思いをしている人たちが、ワーカー
ズコープを立ち上げたいと思えるような力になれる法律だ
と思う」。

◎地域若者サポートステーションの利用者が主体になって
立ち上げたこみっとプレイスの仲間からは「仕事を人にあ
てはめるのではなく、自分がやりたい仕事をあきらめない。
協同労働はそのために助け合うことができる。そんな働き
方が広まってくれればと思う」「多様な働き方、その人に
あった働き方が認められるようになってほしい」。



■都道府県に協同労働推進ネットワークの確立を
法制化運動と連動して、協同労働に関心のある（協同労働を志向する団体）人

々－協同組合や労福協、NPO・市民団体、研究者や自治体職員などとの幅広い連
携により、各地で協同労働を推進するネットワークや市民会議（以下）が設立さ
れ、さまざまな活動を展開している。
◎埼玉協同・連帯ネットワーク（2012年全国協同集会後継組織）
◎法制化市民会議・埼玉
◎協同労働推進ネットワークとちぎ
◎にいがた協同ネット（2008年全国協同集会の後継組織）
◎協同労働の協同組合ネットワークちば
◎信州協同労働推進ネットワーク準備会
◎滋賀県協同労働推進ネットワーク準備会（2017年全国協同集会後継組織）
◎福井協同労働推進ネットワーク準備会
◎協同で働く推進ネットワーク愛知準備会
◎ひろしま「協同労働」推進ネットワーク（1998年全国協同集会後継組織）
◎ふくおか協同労働推進ネットワーク（2014年全国協同集会後継組織）
◎神奈川協同集会実行委員会後継組織（2019年全国協同集会後継組織）

統合予定



〇福井市では、元市議会議長の方から、市内4つの団体（自伐型林業グ
ループや高齢者のグループ、社協など）がワーカーズコープとしての立ち
上げに関心を示していると紹介され、11月に協同労働推進ネットワーク
準備会を立ち上げていく（福井事業所が協同労働プラットフォームを担
う）。
〇栃木では、法制化市民会議栃木を「協同労働推進ネットワークとち
ぎ」に改組。新小山市長と懇談、協同労働を地域づくりに生かす取り組み
として「協同労働プラットフォーム等」を提案・要請。
〇埼玉県北本市では市議会に「労働者協同組合法研究会」を設置、議
員・職員対象の学習会が昨年11月18日にに開催された。また、今後労協
法を市の政策に生かすための協同労働プラットフォームの設置、条例化等、
幅広く活用するために方策に関する検討を進めていくことが確認されてい
る。
また埼玉では「労働者協同組合法」施行を見据えた協同労働プラット

フォームに対する支援を、労福協の政策・制度要求の中で「持続可能な地
域づくりに向けた協同組合への支援強化」を主にして作成。連合埼玉とも
連携して今後の自治体行動への協力を要請。



〇東京では、社会連帯東京1周年企画と連動した法制化祈念フォーラム（10月
18日）、総対話行動を重ねて開催する豊島での法制化フォーラム（11月5日）
などを計画。
〇愛知県では、「協同して働くネットワークあいち」立ち上げ準備会を8月21
日に開催。「協同」や「協同組合」ではなく「協同労働」に焦点を絞り、まず
はワーコレ、高齢協、わっぱの会（共同連）、センターの4者で進めることを確
認。
また、共同連は9月19～20日に開催した全国セミナーで、社会的協同組合準備
会の発足と、加盟組織の労働者協同組合法人格を活用した組織転換を進めてい
くことを確認（社会福祉法人については、新規事業を労協で進めていく方向
性）。
〇滋賀県では、協同労働推進ネットワーク準備会が継続的に開催され、知事懇
談やコープ滋賀での法制化学習会また、2月10日には、滋賀地方自治研究セン
ターやNPOとの共催で「法成立記念フォーラム」を開催する。
〇大阪では、大阪府協同組合・非営利協同セクターによる法制化学習会を連続
開催することを確認（第1回は協同組合（10月27日）、第2回はNPO関係、第3
回は協同組合フェスティバルで市民公開）。2月20日に法成立記念大阪市民
フォーラムを開催する。



〇高地では、法制化に関心の高い社協前会長と高知高齢協理事長との懇談の
中で「社協、行政を交えて、労協法についてのすり合わせを含めた勉強会を。
施行までの間にこの法律を用いて何ができるのか検討会をしたい」と、法案学
習会の開催を検討し、市職員の参加要請も含め市長に働きかけ。9月4日に市社
協、市職員、高知高齢協、センター事業団から40人が参加。協同労働推進ネッ
トワークの新たなモデルになる可能性がある。
〇福岡では、福岡県生協連が福岡県と年に1回開催する学習会があり、今回は
労働者協同組合法と地域づくりをテーマに行いたいとの申し出。
「ふくおか協同ネットワーク」の定期総会企画やコープ鹿児島理事会でも法
制化の学習会を開催。
〇北九州市では、昨年8月1日に、衆議院議員の濱地氏（公明党福岡県本部代
表）が鹿児島議員団との懇談後に国分地域福祉事業所ほのぼのに突然訪問した
経緯もあり、公明党の福岡県議、北九州市議とワーカーズコープ・センター事
業団の役員が、北九州市で政策懇談会を実施。協同労働プラットフォームの政
策化に向けた自治体との協議や懇談、現場視察などを要請。



■協同労働を届け、協同労働を求める人々を突き動かし、
地域づくり・就労創出の主体者・当事者へ
法制化を契機に、自治体・地域では労働者協同組合とその法制化

を求める人々を突き動かし、我が事として地域づくりや就労創出に
向かう人々が各地に登場し、また法制化の活用に当たって政策検討
に入っている自治体・議会が出ている（北本市議会労働者協同組合
法研究会主催法制学習会（11/18）、桶川市での議員研究会の立ち
上げや和光市での学習会開催、また高知市社協・自治体職員学習会
など。

滋賀、福岡、福井では協同労働推進ネットには新たな人々の参加
に加えて、市議や県議らが参加し、政策づくりの足掛かりとして学
習会などが開催。議員・職員対象の映画「Workers被災地に起つ」
上映や法制化学習会なども開催されている）。

各県の協同組合の連携組織への加盟（11都道府県）を通じた学習
会や連携の模索も始まっており（北海道、滋賀、大阪、鳥取）、今
後、JCAによる呼びかけで、各県での協同組合連携を目的とする協
同組合ラウンドテーブルの開催も計画されている。



■協同労働プラットフォームの確立
～労協設立運動と労協連合会への新たな結集のために
①法制化の意義と可能性・展望を社会に発信する－映画「ワーカーズ～被災地

に起つ」を活用し、新たな労協組織の設立の相談支援と結集、ワーカーズコープ
の組織化を進める。
②「労働者協同組合法」解説パンフやチラシ、労働者協同組合の立ち上げの手

引き（法制化Q&Aやモデル定款など）を作成し、社会に発信する。
③新規に立ち上げる労働者協同組合の支援機能－「協同労働組織のための基幹

業務システム」の開発と普及。
④法制化記念・協同労働推進フォーラム、現場視察、協同労働講座などの開催

～労働者協同組合を志向する団体や人々、JCA（日本協同組合連携機構）とその
地方組織との連携、またICA（国際協同組合同盟）、ILO（国際労働機関）など
国際機関からの支援と連携。
⑤法制化時代の労協連合会、センター事業団のあり方、全国会議や教育・研修

のあり方などを見直し、ソーシャルメディア（SNSなど）を積極的に活用した情
報発信・広報戦略の確立。
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「みんなのおうち」は、子どもや、障害のある人やひき
こもりなど困難にある人に開かれ、地域の困りごとや願
い、やってみたいたいことなど様々な思いが集まり、
人々が主体的にその実現に向けて取り組んでいく居場所。

最初は、お互い様の助け合い活動から始まり、食やエ
ネルギーや介護・福祉など、自らの意思で「はたらく」
ことをめざして事業化していくことになるだろう。

働く者と地域の人々の出資で立ち上げ、その運営にみ
んなが携わる。法制化時代に「だれもが安心して集え、
役割の持てる居場所を地域につくり出し、総合福祉拠点
へと発展」させていきたいと思う。

■持続可能な地域をつくる「みんなのおうち」を共に



■持続可能な地域をつくる
「みんなのおうち」を



衆議院で法案が可決した翌日（11月25日）の東京新聞

で「協同労働は、地域の需要を踏まえ、自らやりがいを感
じられる仕事をつくり、主体的に働ける仕組み。新型コロ
ナウイルスの影響で廃業や雇い止めが相次ぐ中、多様な雇
用機会の創出にもつながると期待される。後継者不在の中
小企業を従業員が労働者協組を立ち上げて引き継いだり、
意欲ある人が訪問介護や保育所運営を担いやすくなること
も見込まれている」とその期待を語っていただいた。
この期待を、現実のものとする取り組みが求められてい

る。

■法制定を、人間的な社会の創造へ



■反貧困ネットワーク・新型コロナ災害緊急アクションと連
携して、しごと探し・しごとづくり相談交流会を開催

昨年12月12日、労協連本部で「コロナ禍で仕事と住まいを失う
人が増え、生活保護にはつなぐことができるが、孤立して居場所
がない、まっとうな仕事で働く場がない」との反貧困ネットワー
ク事務局長からの相談を受けて、「しごと探し・しごとづくり相
談交流会」を共催で行った。相談者が7人参加し、業務紹介と相
談に耳を傾けた。様々な困難を抱え、すぐさま就労に結びつくこ
とが困難な人もいるが、継続してこの取り組みを開催していくこ
とを確認（次回は3月6日予定）。
コロナ禍による貧困や孤立などの困難が進行する中で、人間らし
く働きたいという人々の願いや思いに応える仕事おこしを、法を
生かして当事者が主体者として立ち上がる契機となるようネット
ワークを形成しながら共に取り組んでいきたい。






